
 

 

〇 使用期限切れ容器充てん違反 
【高圧ガス保安法】 
（製造のための施設及び製造の方法） 
第十一条 第一種製造者は、製造のための施設を、その位置、構造及び設備が第八条第一号の技術上の基準に適

合するように維持しなければならない。 
２ 第一種製造者は、第八条第二号の技術上の基準に従つて高圧ガスの製造をしなければならない。 
(許可の基準) 
第八条 都道府県知事は、第五条第一項の許可の申請があつた場合には、その申請を審査し、次の各号のいずれ

にも適合していると認めるときは、許可を与えなければならない。 
二 製造の方法が経済産業省令で定める技術上の基準に適合するものであること。 
 
【一般高圧ガス保安規則】（法第８条第２号の製造方法の技術上の基準 使用期限１５年） 
（定置式製造設備に係る技術上の基準） 
第六条第二項 製造設備が定置式製造設備(コールド・エバポレータ、圧縮天然ガススタンド、液化天然ガスス

タンド及び圧縮水素スタンドを除く。)である製造施設における法第八条第二号の経済産業省令で定める技術

上の基準は、次の各号に掲げるものとする。ただし、経済産業大臣がこれと同等の安全性を有するものと認め

た措置を講じている場合は、この限りでない。 
ヌ 容器保安規則第二条第十一号に規定する一般複合容器、同条第十二号に規定する圧縮天然ガス自動車燃料装

置用容器、同条第十三号に規定する圧縮水素自動車燃料装置用容器、同条第十三号の三に規定する国際圧縮水

素自動車燃料装置用容器、同条第十三号の五に規定する圧縮水素二輪自動車燃料装置用容器、同条第十四号に

規定する液化天然ガス自動車燃料装置用容器又は同条第十七号の二に規定する圧縮水素運送自動車用容器で

あつて当該容器の刻印等に示された年月から十五年を経過したもの(圧縮天然ガス自動車燃料装置用容器、圧

縮水素自動車燃料装置用容器又は圧縮水素運送自動車用容器にあつては、同令第八条第一項第十号の充填可能

期限年月日(同令第三十七条第一項第二号の規定により刻印をした場合にあつては、当該刻印に示された年月

日)を経過したもの、国際圧縮水素自動車燃料装置用容器及び圧縮水素二輪自動車燃料装置用容器にあつては、

同号の充填可能期限年月を経過したもの)には、高圧ガスを充填しないこと(法第四十八条第五項の許可に付さ

れた条件に従つて高圧ガスを充填する場合については、この限りでない。)。 
 
【容器保安規則】（一般複合容器の定義） 
（用語の定義） 
第二条 この規則において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

十一 一般複合容器 繊維強化プラスチック複合容器であつて、圧縮天然ガス自動車燃料装置用容器、圧縮水素

自動車燃料装置用容器、国際圧縮水素自動車燃料装置用容器、圧縮水素二輪自動車燃料装置用容器及び圧縮水

素運送自動車用容器以外のもの 

 
 
 
 
 
 



 

 

〇 再検査期限切れ容器充てん違反 
【高圧ガス保安法】 
（充てん） 
第四十八条 高圧ガスを容器(再充てん禁止容器を除く。以下この項において同じ。)に充てんする場合は、その

容器は、次の各号のいずれにも該当するものでなければならない。 
一 刻印等又は自主検査刻印等がされているものであること。 
五 容器検査若しくは容器再検査を受けた後又は自主検査刻印等がされた後経済産業省令で定める期間を経過

した容器又は損傷を受けた容器にあつては、容器再検査を受け、これに合格し、かつ、次条第三項の刻印又は

同条第四項の標章の掲示がされているものであること。 
（容器再検査） 
第四十九条 容器再検査は、経済産業大臣、協会、指定容器検査機関又は経済産業大臣が行う容器検査所の登録

を受けた者が経済産業省令で定める方法により行う。 
３ 経済産業大臣、協会、指定容器検査機関又は容器検査所の登録を受けた者は、容器が容器再検査に合格した

場合において、その容器が第四十五条第一項の経済産業省令で定める容器以外のものであるときは、速やかに、

経済産業省令で定めるところにより、その容器に、刻印をしなければならない。 
 
【容器保安規則】 
（容器再検査の期間） 
第二十四条 法第四十八条第一項第五号の経済産業省令で定める期間は、容器再検査を受けたことのないものに

ついては刻印等において示された月の前月の末日(内容積が四千リットル以上の容器、圧縮天然ガス自動車燃

料装置用容器、圧縮水素自動車燃料装置用容器、圧縮水素二輪自動車燃料装置用容器、液化天然ガス自動車燃

料装置用容器及び高圧ガス運送自動車用容器にあつては刻印等において示された月日の前日)、容器再検査を

受けたことのあるものについては前回の容器再検査合格時における第三十七条第一項第一号に基づく刻印又

は同条第二項第一号に基づく標章において示された月の前月の末日(内容積が四千リットル以上の容器、圧縮

天然ガス自動車燃料装置用容器、圧縮水素自動車燃料装置用容器、圧縮水素二輪自動車燃料装置用容器、液化

天然ガス自動車燃料装置用容器及び高圧ガス運送自動車用容器にあつては刻印等において示された月日の前

日)から起算して、それぞれ次の各号に掲げる期間とする。 
三 一般継目なし容器については、五年＊1 
四 一般複合容器については、三年 
  ＊1 平成元年三月三十一日以前に法第四十四条第一項の容器検査に合格した容器は三年 
 
〇 報告徴収 
【高圧ガス保安法】 
（報告の徴収） 
第六十一条 経済産業大臣又は都道府県知事は、公共の安全の維持又は災害の発生の防止のため必要があると認

めるときは、第一種製造者、第二種製造者、第一種貯蔵所若しくは第二種貯蔵所の所有者若しくは占有者、販

売業者、高圧ガスの輸入をした者、特定高圧ガス消費者、容器製造業者、容器の輸入をした者、容器検査所の

登録を受けた者又は機器製造業者に対し、その業務に関し、報告をさせることができる。 


